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令和６年度

鶴岡市企業経営課題調査

この調査は、従業員１０人以上の製造業企業、工業団地の立地企業、サイエンスパーク
及び先端研究産業支援センター入居企業を対象に令和６年５月に実施した。

本調査では、従業員数や企業の景況感、経営課題、人材に係る取組等について調査して
いる。

鶴岡市商工観光部商工課
令和６年８月

※本ページ以降の調査結果では、グラフ中、全国的な調査結果等を掲載している。

これは、本市の調査結果を、全国規模の他調査と対比して見るための参考情報であり、調査時期や調査対象は異なっている。そのため、
全国規模の調査と単純比較できるものではない点にご留意いただきたい。



調査対象企業基礎データ

○ 調査対象 ：

・従業員数１０人以上の製造業を営む企業

・市内１１工業団地内の企業

・先端研究産業支援センター入居企業

○ 回答状況 ：

156社/248社（回答率62.9％）

○ 調査時期 ：

令和６年５月 （令和６年４月１日 現在）
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◆産業３類型について
加工組立型：
自動車、テレビ、時計などの加工製品を製造する産業

生活関連型：
飲食料品、衣服、家具等の衣食住に関連する製品等
を製造する産業

基礎素材型：
鉄、石油、木材、紙などの製品で、産業の基礎素材と
なる製品を製造する産業



概況

経営課題について

◆５年前と比較して売上が増加している事業者が増えている一方、直近の決算状況が赤字と回答した事業所が増えてい
る。経費の増加に売上増が追いつかず、経営状況が悪化している事業者が増えていると考えられる。

◆現在の経営上の課題は「従業員の確保」及び「仕入コストの増加」が、令和５年度と同様に回答割合の上位を占めた。
事業承継にあたっての課題は、「後継者教育」、次いで「後継者への株主譲渡」を重視する傾向が見られる。

◆価格転嫁の状況は、受注側の立場から見たコスト上昇分に対する価格転嫁の達成割合について、約60％の事業者が
「4～6割程度」以上の価格転嫁を実施していた。また、価格協議の状況への回答者のうち、約75％の事業者が価格
協議を行っている。

◆賃上げについて、賃上げを実施または実施予定が77％に達しており、未定や見送る予定を大きく上回っている。

採用・人材について
◆令和６年4月の新卒採用者数が採用予定数に達したのは、回答した65社のうち24社に留まった。また、29社は採用予
定があったものの採用が0人であった。

◆人材確保策として取り組んでいることは、「中途採用の実施・増員」及び「賃上げ・賞与引き上げ」がいずれも回答者の

7割近くを占めた。

◆人材育成の取組では「OJT（現場での指導）」、「社内研修」が回答企業の半数以上を占めており、企業内における
育成活動が高い割合である。

◆人材育成を進める上での課題は、「人材育成に時間をかける余裕がない」を回答企業の過半数が選んでおり、「人材

育成施策を企画・実施する担当者を確保できない」が33％で続いた。
◆外国人材を「既に受け入れている」又は「受け入れを予定している」のは2割弱で、7割以上が受け入れの予定はなかった。
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売上の変化

５年前の売上高と
現在（令和5年時点）での比較（N=144） 直近の決算状況について（N=143）

５年前の売上高と現在の売上高を比較すると42％が増加、 42％が減少となり、昨年度から改善している。一方、
直近の決算状況は黒字が56％、赤字が29％となり、昨年度の調査結果より悪化している。
→経費の増加に売上増が追いつかず、経営状況が悪化している企業が増えていることが懸念される。

「増加した」の回答
が令和5年度調査
から4.0ポイント増

黒字との回答が令和5年度調
査から2.1ポイント減、赤字との
回答は5.5ポイント増
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増加した
42.4%

変わらない
16.0%

減少した
41.7%

黒字
55.9%収支変わらず

15.4%

赤字
28.7%



26.1%

23.9%

22.4%

14.9%

47.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

鶴岡市内

庄内地域

山形県内

東北地方

その他

主な販売先・受注先（※複数選択可）

主な販売先・受注先は鶴岡市内が26％、庄内地域が24%、山形県内が22％、東北地方が15％であった。東北管
内以外を販売先・受注先としているのは半数近くにのぼり、内訳は関東地方が39％、日本全国が22％であった。

主な販売先・受注先（N=134）
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39.0%

22.1%

15.6%

14.3%

9.1%

5.2%

2.6%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

関東地方

日本全国

東京都

関西地方

海外

新潟県

愛知県

その他

※その他：取引先企業、上記以外の県など

その他の内訳（N=63）



現在の経営上の課題（昨年度比）N=156 ※複数選択可

現在の経営上の課題は「従業員の確保」が令和5年度と同様に高くなっており、 「仕入コストの増加」「従業
員の育成」が続いた。一方、「原油・電力価格高騰」は減少した。

R5 R6
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53.8%

39.7%

34.0%

28.8%

27.6%

24.4%

19.9%

12.8%

11.5%

9.0%

5.8%

5.8%

3.2%

1.3%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

従業員の確保

仕入コストの増加

従業員の育成

従業員の高齢化

設備の老朽化

販路の確保

原油・電力価格高騰

経営資金

後継者、事業承継

新製品等の開発

仕入先確保、原材料確保

消費者ニーズの変化

デジタル化への対応

在庫商品の増加

その他

47.7%

44.4%

39.2%

32.0%

29.4%

27.5%

27.5%

13.1%

7.2%

7.2%

5.9%

3.3%

3.3%

0.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

従業員の確保

原油・電力価格高騰

仕入コストの増加

従業員の高齢化

従業員の育成

設備の老朽化

販路の確保

後継者、事業承継

経営資金

新製品等の開発

仕入先確保、原材料確保

消費者ニーズの変化

デジタル化への対応

在庫商品の増加

その他



価格転嫁の状況（N=133）

受注側の立場から見たコスト上昇分に対する価格転嫁の達成割合について、61％の事業者が「4～6割程度」
以上の価格転嫁を実施していた。
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3.8%

3.0%

26.9%

12.7%

30.0%

18.3%

29.2%

35.6%

8.5%

25.6%

1.5%

0.7%

2.3%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本調査結果

参考：全国調査

10割 7～9割程度 4～6割程度 1～3割程度 0割 コストが増加しているにもかかわらず、取引価格を減額された コスト上昇がない

価格転嫁について「10割」、「7～9割程度」、「4～6割程度」のい
ずれの割合も全国調査結果より高かった。

（注）参考の全国調査は、商工会議所早期景気観測2024年4月調査結果（日本商工会議所）による。



価格協議の状況（N=129）
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67％の事業者が価格協議に応じてもらえ、9％の事業者が発注者側から協議を申し込んでもらえた。76％の
事業者が価格協議を行っている。

67.4%

66.0%

8.5%

7.7%

10.1%

16.0%

4.7%

2.8%

9.3%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本調査結果

参考：全国調査

協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた。 発注側から協議を申し込んでもらえた。

協議できていない 取引価格の維持や減額の協議を申し込まれた。

その他

「協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた」と「発注側から協議を
申し込んでもらえた」のいずれの割合も全国調査結果より高かった。

（注）参考の全国調査は、商工会議所早期景気観測2024年4月調査結果（日本商工会議所）による。



賃上げの状況（N=137）

賃上げを実施予定との回答が77％に達しており、未定や賃上げ見送り予定を大きく上回っている。
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24.1%

26.5%

52.6%

46.0%

23.4%

27.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本調査結果

参考：全国調査

業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定・実施済 業績の改善がみられないが賃上げを実施予定・実施済 未定・賃上げを行わない

賃上げを実施予定・実施済の割合は全国調査よりも高かった。

（注）参考の全国調査は、商工会議所早期景気観測2024年3月調査結果（日本商工会議所）による。



後継者が決まっていない企業は55％、後継者が決まっている企業は17％だった。

○経営者の年代（N=126）

○事業承継（後継者）について（N=127）

事業承継①
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26.3%

15.4%

13.5%

11.5%

5.8%

9.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

当面は自分が経営するので、後継者については考えていない

候補者はいるが、まだ決めていない

後継者について考えているが、候補者がいない

後継者が決まっており、近く経営を任せる予定がある

後継者は決まっているが、当面は経営を任せる予定はない

その他

20歳代

0.0% 30歳代

4.6%

40歳代

17.6%

50歳代

33.6%

60歳代

26.7%

70歳代

16.8%

80歳代以上

0.8%



45.5%

17.1%

4.3%

6.8%

14.3%

21.7%

4.5%

8.6%

0.0%

20.5%

20.0%

30.4%

9.1%

17.1%

30.4%

13.6%

22.9%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50歳代

60歳代

70歳代以上

当面は自分が経営するので、後継者については考えていない 後継者が決まっており、近く経営を任せる予定がある

後継者は決まっているが、当面は経営を任せる予定はない 候補者はいるが、まだ決めていない

後継者について考えているが、候補者がいない その他

事業承継②

○事業承継にあたっての課題（N=68）

事業承継にあたっての課題は「後継者教育」、次いで「後継者への株式譲渡」を重視する傾向が見られる。
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41.2%

27.9%

22.1%

19.1%

11.8%

10.3%

7.4%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

後継者教育

特になし

後継者への株式譲渡

取引先との関係維持

借入金・債務保証の引継ぎ

資金の調達

相続税・贈与税の問題

その他

○50歳代以上の経営者における事業承継の状況

現役世代といえる50歳代でも、41％は後継者について検討されている。60歳代を過ぎてもなお、半分以上の割合で
後継者が決まっていないとの結果。特に70歳代以上の約３割は候補者がいない状況で、令和5年調査と比べ13％
減少したが依然として高い水準にある。



デジタル化に取り組むに当たっての課題 ※複数選択可

「費用対効果が分からない」が最多の29％を占め、「デジタル化を推進できる人材がいない」が26％、「従業員が
ITツール、システムを使いこなすことができない」が24％で続いた。多くの企業で費用面や人材面の課題が挙げら
れている。
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5.3%

6.1%

6.9%

15.3%

20.6%

23.7%

26.0%

28.2%

29.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

相談できる相手がいない

情報流出が懸念される

どの分野・業務がデジタル化に置き換わるかが分からない

適切なツール・システムが分からない

従業員がＩＴツール、システムを使いこなすことができない

デジタル化を推進できる人材がいない

特にない

費用対効果が分からない、測りにくい

○デジタル化に取り組むにあたっての課題（N=131）
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採用予定数達成・未達成ごとの企業数（N=65）

達した 達しなかった

新卒採用人数

令和5年4月の新卒採用者数が予定数に達したのは、回答した65社の約1/3にあたる24社であった。また、65社の
うち、29社は採用予定があったものの採用が0人であった。

29社（回答者の45％）は採用
を希望したものの採用０

12社（回答者の18％）
は令和6年4月に新卒
の募集をしなかった
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採用予定数に達した, 

24社, 37%達しなかった, 41社, 63%

採用予定人数に達した企業の割合

（N=65）



○人材確保策として、既に取り組んでいること・
取組を検討中のこと（※複数選択可）人材について①

福
利
厚
生
面

採
用
手
法
面

業
務
上
の
改
革

取り組んでいることとして高い結果は、採用手法面では
「中途採用の実施・増員」、福利厚生面は「賃上げ・賞与
引き上げ」、業務上の改革では「従業員の能力向上・多
能化」であった。

取組を検討中のものとしては「業務
量見直し・機械導入による省力化」
が最多で半数近くに達した。

（※）地域未来牽引企業は、地域内外の取引実態や雇用・売上高を勘案し、地域経済への影響力が大きく、成長性が見込まれるとともに、地域
経済のバリューチェーンの中心的な担い手でとして選定される。「くるみん」は、子育てサポートの面で一定の基準を満たすことで認定される。
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34.1%

4.0%

31.7%

68.3%

34.1%

15.1%

10.3%

65.1%

38.1%

3.2%

13.5%

20.6%

42.1%

30.2%

11.1%

7.4%

13.0%

18.5%

9.3%

13.0%

3.7%

22.2%

14.8%

1.9%

3.7%

18.5%

16.7%

46.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

大手求人サイトへの登録

採用コンサルタントの活用

ＨＰでの採用案内、YouTube等でのアピール

中途採用の実施・増員

パート・アルバイト、派遣社員採用の実施・増員

非正規雇用労働者の正社員化

地域未来牽引企業・「くるみん」（※）の認定取得

賃上げ・賞与引き上げ

定年延長

社員寮や社員用アパートの借上

テレワーク、フレックスタイム等の推進

職業訓練や研修等の充実

従業員の能力向上・多能化

業務量見直し・機械導入による省力化

「取り組んでいる」とした企業のうちの割合（N=126） 「実施を検討中」とした企業の割合（N=54）



人材育成の取組では「OJT（現場での指導）」、「社内研修」と企業内における育成活動が高い割合である。

○人材育成の取組（※複数選択可）人材について②
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1.9%

4.6%

4.6%

5.6%

7.4%

11.1%

38.0%

54.6%

56.5%

68.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

ＩＴスキルの習得・向上

研修や技術習得用の設備・施設の設置

人材育成を主目的とした社外出向、兼業・副業

公的支援策の活用（人材開発支援助成金等）

自己啓発を促す勤務制度の整備（休暇、シフト面での配慮等）

外部機関（産業振興センター等）の講習等への参加（オンライン研修を含む）

資格取得や学習費用の補助・成果への報奨金・報酬上乗せ等

社内での研修・勉強会の開催

ＯＪＴ（職場での上司・先輩が実務に即して育成）

人材育成の取組（N＝108）



「時間的余裕がない」を回答企業の過半数が選んでおり、「取組を企画・実施する担当者の確保」が
33％で続いた。

○人材育成を進める上での課題（※複数選択可）人材について③
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人材育成の課題（N＝109）

0.0%

4.6%

6.4%

9.2%

17.4%

25.7%

30.3%

31.2%

33.0%

53.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

今後どのようなスキルが必要になるか予見しにくい

ほかの必要な取組（設備投資、経費削減など）と比べ、優先順位が低い

事業の特性上、人材育成と企業価値向上のつながりが薄い

育成しても従業員が早々に退職してしまうことが多く、コストを回収できない

人材育成に伴う金銭負担が大きい

自らの能力を高めていくモチベーション（意欲）を有する従業員が少ない

体系だった育成プログラムの策定が難しい

人材育成施策を企画・実施する担当者を確保できない

人材育成に時間をかける余裕がない



外国人材について、17％が既に受け入れているか受け入れに向けて準備中である一方、71％が受け入れの
予定がなかった。受け入れの課題は、手続きの煩雑さ、コミュニケーションの難しさについて多く挙げられた。

○外国人材の受け入れについて人材について④
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7%
6% 4%

13%

71%

外国人材の受け入れ状況（ｎ＝138）

既に受け入れている（正社員等） 既に受け入れている（技能実習生）

予定があり、受け入れに向けて準備中 受け入れるか検討中

予定はない
4%

33%

43%

48%

50%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

日本のビジネス慣習・マナーの指導

受入れ・採用に関するコストの負担

人間関係や生活面等、仕事面以外でのサ

ポート

日本語によるコミュニケーションが困難

受入れに係る手続きが煩雑

受け入れに当たっての課題（ｎ＝40）



事業所の新設・移転・増設・拡張に当たって用地を取得する場合、土地の価格を重視する割合が77％
で最も多く、次いで交通の利便性が73％、従業者の確保が59％で続いた。

事業所の新設・移転・増設・拡張について（※複数選択可）
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新たな用地を取得する場合に重視すること（N＝112）

76.8%

73.2%

58.9%

58.0%

43.8%

41.1%

25.9%

17.9%

14.3%

5.4%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

土地の価格

交通の利便性

従業者の確保

土地要件(地盤・区画等)

本社・取引先等からの距離

地元自治体の積極性・助成

市街地への近接性

工業用水の確保

近隣企業との関係性の構築

その他

研究機関等との連携



鶴岡市内から各方面への往来状況について調査をしたところ、週1回以上の往来等は新潟・秋田方面で53％、
山形方面で44％、新庄方面で26％だった。

主要道路の利用状況について
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新潟・秋田方面の往来や製品の輸送
に国道7号・日本海沿岸東北自動車道
を利用する頻度（N＝127）

21.7%

8.5%

14.0%

8.5%
9.3%

38.0%

ほぼ毎日 週4～5回 週2～3回

週1回程度 月2～3回程度 月1回以下

山形方面の往来や製品の輸送
に国道112号・山形自動車道を
利用する頻度（N＝131）

新庄方面の往来や製品の輸送
国道345号・国道47号を利用す
る頻度（N＝127）

16.0%

8.4%

13.0%

6.1%

14.5%

42.0%

ほぼ毎日 週4～5回 週2～3回

週1回程度 月2～3回程度 月1回以下

7.9%

4.7%

8.7%

4.7%

9.4%
64.6%

ほぼ毎日 週4～5回 週2～3回

週1回程度 月2～3回程度 月1回以下



令和６年度鶴岡市企業経営課題調査

鶴岡市商工観光部商工課

〒997-8601 山形県鶴岡市馬場町9番25号

TEL 0235-35-1299

FAX 0235-25-7111

E-mail shoko@city.tsuruoka.yamagata.jp

※小数点以下第１位を四捨五入して表記しているため、一部グラフにおいて合計が100%にならない場合がある。
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